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労働者５０人未満の事業場におけるストレスチェックの実施の義務化及び

小規模事業場ストレスチェック制度実施マニュアルについて（周知依頼）

平素より、 労働基準行政の運営に御理解、 御協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、 令和７年５月 １４

　

日に公布された令和７年５月１４日に公布された労働安全衛生法及
び作業環境測定法の一部を改正する法律 （令和７年法律第３３号） による改正事項は段階的
に施行されており、 常時使用する労働者が５０人未満の事業場において努力義務となってい
る心理的な負担の程度を把握するための検査 （以下「ストレスチェック」 という。） の実施
については公布後３年以内の政令で定める日から義務化されることとなっていたところで
す。

　

このたび、 常時使用する労働者が５０人未満の事業場ストレスチェック及び面接指導の実
施の義務化が令和

　

ｌｏ年４月１日からとなる政令が公布され、 施行日が決まりました。（令
和８年６月１０日公布

　

政令第１９５号）

　

つきましては、 常時使用する労働者が５０人未満の事業場におけるストレスチェックの義

務化及び小規模事業場ストレスチェック制度実施マニュアルについて、 会員等関係事業場
に周知いただき、ストレスチェック制度の円滑な導入に御理解と御協力いただきますよう
お願い申し上げます。

（参考：厚生労働省ホームページ）
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労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第３３号）
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労 働 者 数５０人 未 満 の 事 業 者 も

　　

γ－－‐、、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　

、

ストレスチェックド賜齢
が義務になります！
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ストレスチェックは、２０１５年か

ら、労働安全衛生法において実施

が義務付けられています。

２０２５年の労働安全衛生法の改

正により、これまで努力義務とさ

れていた労働者数５０人未満の事

業者にもストレスチェックの．実施

が義務化されました。 、

ストレス チェックっ て 何 で す か ？

事業者による職場のメンタルヘルス対策の取組です。労働者にストレスの状況につ

いての検査（ストレスチエ・ソク）を実施し、本人のストレスへの気付き・セルフケアを

促すとともに、検査結果の集団ごとの集計・分析を通じて、職場のストｋス要因の

改善につなげることで、メンタルヘルス不調の未然防止を図る仕組みです。
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ス トレ ス チ ェッ ク 制 度 に 取 り 組 む 意 義

　　　

，

労働者のメンタルヘルス不調の未然防止が重要です。ひとたびメンタルヘルス不調にさせ

てしまうと、その病休期間は平均で約３か月、復職後に再び病休になる割合も約半数と、特

に小規模事業場にとっては、大きな人材の損失となるほか、経営上のリスクにつながって

しまいます。

また、ストレスチェック制度をはじめとした職場のメンタルヘルス対策に取り組むことで、
働きやすい職場の実現を通じて、生産性の向上や人材の確保・定着、企業価値の向上と

いった持続的な経営につながります。特に、人材不足が課題となっている小規模事業場に

おいてメリットも大きいと思います。

こうした視点も踏まえて、事業者は、職場のメンタルヘルス対策を

　　

趣きｒもた冬；－

経営課題として位置付け、ストレスチェック制度に

　　　　　　　

態耕 一ｆ

　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

　　

　　

　

　

　

　　　

　

しっかり取り組んでいくことが重要です。

　　　　　　　　

～ふきｇ ん｝

小規模事業場向けマニュアルに沿って、ストレスチェック制度を始めましょ
ｉ
ー
「

厚労省の「小規模事業場ストレスチェック制度実施マニュアル」は、
５０人未満の事業場に即した、労働者のプライバシーが保護され、
現実的で実効性のある実施体制・実施方法を示したマニュアルです。
（令和８年２月公表）

ノ島。 醗

　

サポートダイヤル

　

ストレスチェック制度サポート

　

ダイヤルでは、ストレスチエツ

　

：

　

ク制度の導入・実施について

　

のご相談に専門スタッフがお

　

答えします。

　

電話番号：（全国統一ナビダイヤル）

０５７０一０３１０５０

　

受付時間：平日１０＝００～１７：００

　

（土日祝日、年末年始は除く）

　

※運営は厚労省所管の

　　

独立行政法人労働者健康安全機構

スタッフの支援

厚労′

　

が設置する都道府県
の産業保健総合支援センター

「こころの耳」

厚労省が運営
ヘルスポータノ

の耳」では、ス

制度の実施ｌ

ンタルヘルス対策の

ツフ（社労士、心理職、
保健師等）による、研修、相談、 （メンタルヘル

動画や、中小

取組事例など
しています。

の訪問による制度
導入支援等の支援メニューが

られます。

園
ポータルサイト
「こころの耳」

（令和８年６月）



「小規模事業場ストレスチエ、ソク制度実施マニュアル」スタートガイド

本スタートガイドは、小規模事業場におけるストレスチェック制度の導入・実施にあたり、マニュアルを
円滑に活用いただくため、 そのポイントをお示しするものです。マニュアル本体と併せてご利用ください。圏

厚力省ｉＨＰ

はじめに
． ストレスチェックは、２０１５年から、労働安全衛生法により事業者に実施が義務付けられています。（労働者数５０人
未満の事業場は、 当分の間努力義務とされていました。）
１

　

２０２５年の労働安全衛生法の改正により、労働者数５０人未満の事業場にも、ストレスチェックの実施が義務化されま

　

した。 （施行期日は令和１０年４月１日）

ストレスチエツク制度とは マーユアルＰ３～６

◆

　

ストレスチエツク制度の目的は、メンタルヘルス不調の未然防止です。メンタルヘルス不調者の
発見ではありません。

ストレスチェック制度に取り組む意義

○

　

労働者のメンタルヘルス不調の未然防止が重要です。 ひとたび、 メンタルヘルス不調になってしまうと、

　

その病休期間は平均で約３か月、復職後に再び病休になる割合も約半数と、特に小規模事業場にとっては、

　

大きな人材の損失となるほか、経営上のリスクにつながってしまいます。

○

　

また、 ストレスチェック制度をはじめとした職場のメンタルヘルス対策に取り

　

組むことで、働きやすい職場の実現を通じて、 生産性の向上や人材の確保・定着、

　

企業価値の向上といった、持続的な経営につながります。特に人材不足が課題と

　

なっている小規模事業場において、メリットも大きいと考えられます。

○

　

こうした視点も踏まえて、事業者は、職場のメンタルヘルス対策を経営課題に

　

位置付けて、 ストレスチェック制度にしっかり取り組んでいくことが重要です。

○ 「ストレスチェック」 とは、労働者がストレスに関する質問票 （選択式） に回答し、 自身のストレスが

　

どのような状態にあるのかを知ってもらうための簡単な検査です。

○ 事業者は、 １年ごとに１回、 ストレスチェック（検査） を実施し、

　

①労働者に、 自身のストレスへの気付き・セルフケアを促すとともに、

　

②高ストレスの労働者には、医師の面接指導の機会の提供、医師の意見を踏まえ必要な就業上の措置、

　

③ 集団分析を通・じて職場ごとのストレス要因を把握し、 職場環境の改善につなげます。

　

　

　　　　　　　　　　　

ストレスチェック （検査） の実施

　　　　　　　　

　　　　　　　

ストレスへの気付き・セルフケア

　

　

　

　　

　

導

高ストレスの労働者

（申出）

医師の面接指導

Ｌ． 』
査結果も 斯〕

集
集団（鴎）ごとに集計．分析
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析
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メンタルヘルス不調の未然防止

ｅう厚生労働省鵠縦龍一楊



－ト ストレスチエック制度の実施に向けた準備

　　　　

コ粥Ｍ，

　　　

◆

　

労働者に安心してストレスチエツクを受けてもらえるようにするため、準備が重要です。

１ＴｏＤｏ１

１ …１

　

事業者は、 実施責任者として、 制度導入の方針表明を行います。
１‐２

　

社内の実施体制・実施方法について、労働者の意見を聴きます。
ｉ‐３

　

社内ルールを作成し、 周知します。

ポイント

　

○

　

マニュアルには、方針表明や社内ルール （規程）の作成のためのモデル例を掲載しています。

　

○

　

関係労働者の意見を聴く方法について事例も掲載しています。

ーヨ・ 社内の実施体制‐実施方法の決定

　　　　　　

に．“卵１１～１６

◆

　

労働者のプライバシー保護の観点から、 原則、 外部委託による実施が推奨されます。

…ＴＯＤｏ１

２‐１

　

事業場内に は、 委託先との契約．連絡調

　　　　　　　

実施体制 （イメージ）

整等を行う実務担‐当者を指名します。 事

　

ー

　

事業者

　

］・実施責任者
業

　

ー

　

実務担当者

　

］●実施計画．実施管理等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

場ポイント

　

○

　

個人結果等の健康情報の取扱は外部機関で完結

　

し、 事業場内では取り扱いません。

　

○

　

実務担当者には、衛生推進者又は安全衛生推進

　

者を選任することが望まれます。

　　　　

実施者
榊 ㈱保．㈲］Ｆ

弼遜ろぁ新一ー

樹ｒ弼務従轄１１：看鰯凝扉塾Ｆ
● ストレスチェックの実施

●

　

実施の補助（調査票の配

　

布・回収、データ入力等）
●

　

個人結果の保存

※健康情報を取り扱うため守秘義務あり

２‐２

　

ストレスチェックの委託先を選定します。 選定に当たっては、外部機関から
「サービス内容事前説明書」を作成・説明してもらい、提案内容を確認します。

ポイント
○

　

外部機関の提案内容（各サービスの内容、料金等）をもとに、 委託先について比較検討します。

　

① ストレスチェック及び集団分析は、 当該外部機関に委託することとするのか

　

② 医師の面接指導は、 どこに依頼することとするのか

医師の面接指導の依頼先としては、以下のような選ま刈肢があります。
・ 外部機関のオプションサービス

地魂産業保健センター（注）

　　　　　　　　　　

注：厚生労働省が設置する′」＼規模事挙場の支援機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関 （全国３５０か所）。 面接指導など、 医師に
産業保健に対応する医療機関等 （別途契約）

　　　　

よる産業保健釣ナーピスが無料で受けられます。

０

　

外部機関の提案等を踏まえ、 ストレスチェックの実施時期、調査票の項目・調査形態（紙又はウエブ）

　

等について決定します。

○

　

マニュアルでは、 外部機関の提案内容を確認するためのチェックポイントをお示ししています。スト

　

レスチェックの実施方法や、 特に料金体系（どこまでが標準サービスか／オプションサービスか、別料

　

金とされている内容は適切か等）についてチェックします。



ス ト レ ス チ ェ ッ ク の 実 施

　　　　　　　　　　　　　　　　

マニュァルＰ１７～１９

十

　

委託先から労働者に調査票 （紙又はウェブ）を配布し、 各自回答してもらいましょう。

調査票 （国が推奨する５７項目版） のイメージ

あなたの仕事についてうかがいます。
１，

　

非常にたくさんの仕事をしなし
２，

　

時間内に仕事が処理しきれなし

最近１か月間のあなたの状態についてうかがいます。
１．

　

活気がわいてくる

　

－－－－…”‐…－－－一一
２．

　

元気がいっぱいだ

　

－－……－－一－－”…ー

あなたの周りの方々についてうかがいます。
次の人たちはどのくらい気軽に話ができますか？
１．

　

上司

　

－－…………－－－－－－－－……

非常にたくさんの仕事をしなければならない

　

－－甲『－－…－……“叩－－”ー…
時間内に仕事が処理しきれない

　

－……”…－－－－…－－…－－…”…－………”｛…

か月間のあなたの状態についてうかがいます。
活気がわいてくる

　

－－－－…”－…－－－－－”－－－－－－－…－－－－一一
元気がいっぱいだ

　

－－……－－－－－－…－”…－－…－…－－－…”…－…”…ー

まあそうだ

　

ややちがう

　

２

　　　　　　

３

　

２

　　　　　　

３

がう

　　

ちがう

３

　　　　　　

４
３

　　　　　　

４

上司

　

………－－…－……………………－－「－－……………………－－……－－－…－－－”ー
職場の同僚

　

－－－……”…－…－…－－…‐‐…‐‐…－”－…”…－－－－－……－”一

２

　　　　　　

３

　　　　　　

４
２

　　　　　　

３

　　　　　　

４

非常に かなり

　　　

多少

１

　　　　　　

２

　　　　　　

３

ほとんどない

　

４

　　　

　　　　　　　　　　　　　

　
…ＴＯＤＯ
‐●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ；

３ ‐ １

ポイント

労働者への調査票の配布・回収、 個人結果の通知は、委託先から直接行われます。
※

　

紙の調査票の配布・回収や個人結果の通知については、 内容が分からないよう密封された

　

封筒に入れた状態で実務担当者を介して行うことは、 差し支えありません。

０

　

個人結果は事業者には提供されません。事業者には、個人が特定されない方法で集団 （事業

　

場、 職場等の単位） ごとに集計・分析した結果が提供されます （後述◎）。

３‐２

　

個人結果の通知を受けて各自セルフケアに取り組むよう、 労働者を奨励します。

ポイント

○

　

委託先の実施者（医師、 保健師等） から、個人ごとに結果（ストレスプ□フィール、 セルフケアの

　　

アドバイス、 高ストレスか否か、 医師の面接指導が必要か否か（申出勧奨）等） が通知されます。
０

　

労働者のセルフケアのため、 厚生労働省のポータルサイト「ここうの耳」 （各種セルフケア

　

ツールやこころの相談窓口 （無料）） の活用について、 情報提供するといいでしょう。

本人に通知される個人結果のイメージ

あなたのストレスフ□フイール

　　　

＜ストレスの要因＞

心理的な仕事の負担

　　　

（萱）

働きがい

　　

あなたの技能の

　

ｒ
活用度

仕事の］ント□－ル度

０医師の面接指導を受けていただくことをお勧め

　

します。 面接指導の申出は、以下の申出窓口に

　

連絡ください。

　

○０００（）○（）○。（：）（）（）ｒｏｑｏ（二）（）０００（）（：）〔：）（）〔）

○医師の面接指導ではなく、相談を希望する場合

　

は、 以下の相談窓口に連絡ください。

　　

て）（）（‐）［）（）（）（〕（）（）（）＜）ぐ‐）（）ＱＣ、（ＪＱ（）〔〕（）（二）〔‐）［）（二）［）

　

心理的な仕事の負担

　　　　

（質）

自覚的な
身体的負担－度

，１１１参の対人関係
でのストレス

セルフケアのためのアトハイス

あなたのストレスの程度

○ ストレスが高い状態です（高ストレス者に該当）



■ａ・ 医師の面接指導

　　　　　　　　　　　

コ粥却唖
◆

　

高ストレスの労働者は、 申し出ることで、 医師の面接指導を受けることができます。

ｒＴＯＤＯ

４‐１

　

申出があった場合、 面接指導の実施を医師に依頼します。
４ －２

　

面接指導に必要な情報をとりまとめて、 医師に提供します。
４‐３

　

面接指導の結果に基づき、 医師の意見を聴取します。
４ ー４

　

医師の意見を踏まえて、 必要な就業上の措置を実施します。

ポイント

　

○

　

マニュアルを参考に、 労働者が安心して申出できるための環境を整備することが重要です。

４‐５

　

面接指導以外の相談できる窓口についても、 情報提供することが望まれます。

ポイント

　

０

　

厚労省の 「こころの耳」 相談窓口 （電話・メール・ＳＮＳ） は、どなたでも無料で利用できます。

■ョ・ 集団分析・職場環境改善

　　　　　　　　　

コ粥か焔
十

　

集団分析を通じて、職場環境のストレス要因を把握し、軽減に取り組むよう努めましよう。

ｒＴｏＤ０

５‐１

　

委託先から、 ストレスチェック結果を集団ごとに集計・分析してもらいます。

ポイント

　

０

　

平均値や経年で比較するなどの方法で、 職場のストレスの状況を調べます。

　

○

　

集団の単位が１０人を下回る場合には、個人が特定されるおそれがあることから、 原則、 集団

　　

分析結果の提供を受けてはいけません。

５‐２

　

集団分析結果等を活用し、 職場環境の改善のための取組を行います。

ポイント

　

○

　

取組内容は極めて多様です。マニュアルには、小規模事業場等の取組事例を掲載しています。

◎ 労働者のプライバシーの保護

　　　　　　　　　

マ．ユア 臓

Ｂ 不利益取扱の禁止

　　　　　　　　　　　　

に 澗

◆

　

ストレスチェック制度は、個人情報が保護され、 不正な目的で利用されないことで、
労働者が安心して受けることができ、 適切な対応や改善につなげられる仕組みです。

ポイント

　

○

　

労働者のプライバシーの保護を徹底し、 不利益な取扱を防止することが重要です。

　

○

　

事業者がやってはいけない禁止事項について、 マニュアルにより具体的に確認しましょう。

（令和８年３月）


